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津市建設部市営住宅課

平成２９年３月１０日まで

工事概要

　鉄筋コンクリート造５階建

　延面積２，６５９㎡

※上記に係る塗装工事等　一式

改修（外壁）

平成２８年度住補第８号

津市市営南阿漕１号館外壁等改修工事

工事場所 津市　　阿漕町津興　　地内

工　　期

前金

有

担当参事 市営住宅課長 担当副参事 担当主幹 担当

照査責任者 設計者



工事内訳 1

名　　　　　　　　　　称 数　　量 単位 金　　　　　額 備　　　考

直接工事費      

　建築          

1   

式

　電気設備      

1   

式

計

共通費          

　共通仮設費    

1   

式

　現場管理費    

1   

式

　一般管理費等  

1   

式

計

工事価格        

1   

式

消費税等相当額  

1   

式

工事費          

1   

式

津市建設部市営住宅課



津市建設部市営住宅課

建築 種目別内訳 2

名 称 数 量 単位 金 額 備 考

建築

1

式

計



津市建設部市営住宅課

建築 科目別内訳 3

建築

名 称 数 量 単位 金 額 備 考

直接仮設

1

式

防水改修

1

式

外壁改修

1

式

塗装改修

1

式

発生材処理

1

式

計



津市建設部市営住宅課

建築 中科目別内訳 4

建築

科 目 名 称 中 科 目 名 称 数 量 単位 金 額 備 考

直接仮設

1
式

計

防水改修 撤去

1
式

防水改修 改修

1
式

計

外壁改修 撤去

1
式

外壁改修 改修

1
式

外壁改修 その他

1
式

計

塗装改修

1
式

計

発生材処理

1
式

計



津市建設部市営住宅課

建築 細目別内訳 5

建築 直接仮設

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

外部足場 くさび緊結式足場

(手摺先行据置型) 手摺、中さん、幅木等 1
式

内部足場 脚立足場

1
式

垂直養生 ﾒｯｼｭｼｰﾄ

1
式

養生 階段室出入口ｺﾝﾊﾟﾈ養生（3方）共

1
式

整理清掃後片付け

1
式

計



津市建設部市営住宅課

建築 細目別内訳 6

建築 防水改修 撤去

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

ｼｰﾘﾝｸﾞ撤去 集積共 1243ｍ程度

1
式

計



津市建設部市営住宅課

建築 細目別内訳 7

建築 防水改修 改修

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

高圧水洗浄 加圧力10～15Mpa

322
㎡

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 A-2工法 軽歩行用

161
㎡

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 X-2工法 平場 下地調整

ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ平滑処理共 102
㎡

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水 X-2工法 立上り 下地調整

ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ平滑処理共 59.4
㎡

ｼｰﾘﾝｸﾞ ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ(2成分形) PU-2 15×10

(基準単価) 176
ｍ

ｼｰﾘﾝｸﾞ 変成ｼﾘｺｰﾝ(2成分形) MS-2 10×10

(基準単価) 1,067
ｍ

計



津市建設部市営住宅課

建築 細目別内訳 8

建築 外壁改修 撤去

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

室名札撤去 40ヶ所 集積共

掲示板 4ヶ所共 1
式

集合郵便受け撤去 4ヶ所 集積共

1
式

計



津市建設部市営住宅課

建築 細目別内訳 9

建築 外壁改修 改修

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

施工数量調査 打診調査・報告書作成費共

1
式

ひび割れ部 ﾓﾙﾀﾙ面、ｺﾝｸﾘｰﾄ面

改修 Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法 22
ｍ

浮き部改修 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

9穴/㎡ 15.6
㎡

欠損部改修 ﾓﾙﾀﾙ面、ｺﾝｸﾘｰﾄ面

鉄筋防錆 樹脂ﾓﾙﾀﾙ塗100*100程度 107
か所

欠損部改修 ﾓﾙﾀﾙ面、ｺﾝｸﾘｰﾄ面

鉄筋防錆 樹脂ﾓﾙﾀﾙ塗200*100程度 18
か所

高圧水洗浄 加圧力10～15Mpa

3,674
㎡

可とう形改修塗材 外壁 ｳﾚﾀﾝ樹脂塗料仕上げ

E ﾛｰﾗｰ仕上げ（ゆず肌状・平滑） 2,858
下地調整(C-1）共 ㎡

外装薄塗材 E 軒裏、階段及びﾍﾞﾗﾝﾀﾞ上げ裏

ﾛｰﾗｰ仕上げ 下塗り1回･主材塗2回 668
下地調整(C-1)共 ㎡

計



津市建設部市営住宅課

建築 細目別内訳 10

建築 外壁改修 その他

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

集合郵便受け SUS 8戸用 室番号記入

W1290×D140×H514 4
か所

集合郵便受け SUS 1戸用 室番号記入

W336×D140×H266 8
か所

室名札 SUS 室番号貼付(ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）

135×270 40
か所

掲示板 ｱﾙﾐ枠 ﾋﾞﾆｰﾙﾚｻﾞｰ張り

600×900 4
か所

計



津市建設部市営住宅課

建築 細目別内訳 11

建築 塗装改修

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

速乾性塗料 玄関扉両面、枠

下地調整RB種、速乾性錆止め共 192
1液形ｳﾚﾀﾝ樹脂塗料2回塗り ㎡

DP塗替え PS扉、点検口(両面、枠)等

3級 工程B種 下地調整RB種共 82
㎡

DP塗替え 屋上高架水槽

3級 工程B種 下地調整RB種共 21.8
遮光ﾌﾟﾗｲﾏｰ共 ㎡

DP塗替え 細物 縦樋・排水管・設備配管・共

(糸幅300㎜以下) 用階段手摺･高架水槽架台等 1,073
3級 工程B種 下地調整RB種共 ｍ

EP塗替え 隔て板

工程B種 下地調整RB種共 68
㎡

計



津市建設部市営住宅課

建築 細目別内訳 12

建築 発生材処理

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

発生材運搬 積込み共（設備工事分含む）

1
式

発生材処分 処分費（設備工事分含む）

1
式

計



津市建設部市営住宅課

電気設備 種目別内訳 13

名 称 数 量 単位 金 額 備 考

電気設備

1

式

計



津市建設部市営住宅課

電気設備 科目別内訳 14

電気設備

名 称 数 量 単位 金 額 備 考

電気設備

1

式

計



津市建設部市営住宅課

電気設備 中科目別内訳 15

電気設備

科 目 名 称 中 科 目 名 称 数 量 単位 金 額 備 考

電気設備

1
式

計



津市建設部市営住宅課

電気設備 細目別内訳 16

電気設備 電気設備

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

階段･廊下灯取替 逆富士型 LDL20(FL20W相当)×1

え 防湿・防雨型 20
台

階段外灯取替え ｳｫｰﾙﾗｲﾄ（本体ｽﾃﾝﾚｽ）

LDL20(FL20W相当)×1 4
防湿・防雨型 台

埋込ｽｲｯﾁ 1、5F階段灯用 3路15AX1

防水埋込型 8
個

埋込ｽｲｯﾁ 2～4F階段灯用 4路15AX1

防水埋込型 12
個

埋込ｽｲｯﾁ 階段外灯用 3段階切替15AX1

屋外用 4
個

埋込押ﾎﾞﾀﾝ 玄関ﾁｬｲﾑ用 防水埋込型

40
個

防水ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×１ ET付

40
か所

既設電気設備撤去 ｽｲｯﾁ、照明器具、防水ｺﾝｾﾝﾄ等

費 1
式

既設物取外復旧費 TVｱﾝﾃﾅ類、ｴｱｺﾝ室外機、洗濯機 ﾍﾞ

ﾗﾝﾀﾞ荷物その他 調整共 1
式

計



共通仮設費(積上)　細目別内訳 17

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

共通仮設費(積上) ・仮囲い                     

・ﾁｭｰﾌﾞ保安灯 1   
・交通誘導員 式

計 ・揚重機費

津市建設部市営住宅課
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【部分下請負通知書に関する事項】
　受注者は、工事の一部分について下請負させる場合は、部分下請負通知書を監督員に提出するこ
と。なお、下請負業者（再下請負業者を含む）との契約書等の写し、下請負業者（再下請負業者を
含む）の建設業の許可の写し及び主任技術者等の資格者証の写し等を添付すること。

【現場の管理に関する事項】 ＜名札の例＞

　受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負を含む）
及び元請負の専門技術者（専任している場合のみ）に、
工事現場内において、氏名、工事名、工期、顔写真、
所属会社名及び社印の入った名札を着用させること。
　なお、作業者についても受注者名が分かるよう配慮
すること。

【安全対策に関する事項】
　工事期間中の運搬車両及び重機等による騒音振動等
については、周辺地域に及ぼす影響を最小限にくい止      注１）用紙の大きさは名刺サイズ以上とする。

めると共に安全対策を講じること。また、施工に伴う      注２）印は所属会社の社印とする。

公衆災害及び労働災害の防止に努めること。
　なお、大型車両が出入りするとき、または、工事関係車両の出入りが頻繁になるときは、誘導員
を配置して事故防止に努めること。

【前払い金に関する事項】
　請負代金の額が１３０万円以上の契約において、受注者が公共工事の前払金保証事業に関する法
律に規定する保証事業会社の保証を明示した場合で、市が必要と認めたときは、請負代金額の１０
分の４以内で、かつ当該支出予算の範囲内で前払いをするものとする。

【三重県産業廃棄物税に関する事項】
　本工事には産業廃棄物税相当分が計上されていないため、受注者が課税対象となった場合には完
成年度の翌年度の４月１日から８月３１日までの間に別に定める様式に産業廃棄物税納税証明書等
を添付して当該工事の発注者に対して支払い請求を行うこと。
　なお、この期間を越えて請求することはできない。また、設計数量を越えて請求することはでき
ない。

【工事実績情報の登録に関する事項】
　受注者は、受注時又は変更時において工事請負代金額が500万円以上の工事について、工事実績
情報システム（コリンズ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録のた
めの確認のお願い」を作成し監督員の確認を受けたうえ、受注時は契約後土曜日、日曜日、祝日等
を除き10日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き10日以
内に、完成時は工事完成後土曜日、日曜日、祝日等を除き10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登
録申請をしなければならない。
また、（一財）日本建設情報総合センター発行の「登録内容確認書」が届いた場合は、その写しを
直ちに監督員に提出しなければならない。なお、変更時と完成時の間が土曜日、日曜日、祝日等を
除き10日間に満たない場合は、変更時の提出を省略できるものとする。

【施工体制台帳】
　受注者は、工事を施工するために下請負契約を締結した場合には、下請負金額に関わらず施工
体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督員に提出すること。

特　記　仕　様　書

主任・監理技術者

氏 名 ○○ ○○

工事名 ○○○○○工事

工 期 自○○年○○月○○日

至○○年○○月○○日

会 社 ○○○○株式会社 印

写 真

2cm×3cm

程度



19
【完成報告書】
　工事完成報告書の提出部数は３部とする。
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暴力団等の不当介入の排除等に関する特記仕様書 

１ 趣旨 

この特記仕様は、本市が締結する契約等からの暴力団、暴力団関係者、 

暴力団関係法人等（以下「暴力団等」という。）の不当介入を排除し、契約

等の適正な履行を確保することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ 用語 

  この特記仕様における用語は、津市の締結する契約等からの暴力団等排除

措置要綱（平成２１年津市訓第３４号）において使用する用語の例による。 

３ 受注者等の義務 

 本市の契約等の相手方及び下請負人等（以下「受注者等」という。）は、

暴力団等と認められる下請負人等を使用してはならない。 

 受注者等は、暴力団等と認められる資材販売業者から資材等を購入して

はならない。 

 受注者等は、暴力団等と認められる廃棄物処理業者が有する廃棄物処理

施設及び廃棄物処理業者等を使用してはならない。 

 受注者は、本市と締結した契約等の履行に当たり、受注者等が暴力団等

による不当介入を受けたときは、断固としてこれを拒否し、直ちに本市に

文書にて報告するとともに所轄の警察署に通報し捜査上必要な協力をする

ものとする。この場合において、捜査上必要な協力を行ったとき、受注者

は速やかに本市に文書にてその内容を報告しなければならない。 

なお、受注者等が不当介入を受けたことを理由に契約期間の延長等の措

置が必要となったとき、受注者は本市に契約期間の延長等を求めることが

できる。 

４ 入札参加資格者等及び受注者等に対する措置 

入札参加資格者等又はその役員等が暴力団等と認められるとき、暴力団等 

と密接な関係を有していると認められるときなどは、当該入札参加資格者等

に対し、津市建設工事等指名停止基準（平成２１年４月８日施行）に基づく

指名停止措置を講じるものとする。 

また、上記３の義務に違反した受注者等に対しても、同様に指名停止措置

を講じるものとする。 

５ 契約等の解除 

  上記の暴力団等と認められるときなどにより指名停止措置が講じられた入

札参加資格者等との契約等については、これを解除することができる。 
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　　　　配慮依頼事項

　受注者においては、この契約を履行するにあたって、下記のことにつ
いて御配慮いただくようお願いします。
なお、当該配慮依頼事項は、発注者である津市が受注者の自由な協力を
お願いするものであり、受注者が津市のお願いに応じなかった場合に、
受注者に対して、不利益を課すものではありません。

記
下請契約又は再委託（ 一次下請以降のすべての下請負人又は再委託者

 　を含む。）が認められた契約にあっては、下請契約又は再委託等におい
　 て市内本店事業者を活用することに配慮してください。

資材、原材料等の調達が必要となる場合は、市内本店事業者から調達
　 すること及び地元製品、地元生産品を使用することについても配慮し
　 てください。

建設機械、機器等の借入れが必要となる場合は、市内本店事業者から
　 借入れすることに配慮してください。

業務従事者等の使用人等が必要となる場合は、使用人等に市民を活用
   することに配慮してください。


